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年頭のご挨拶

一般社団法人山形県建設業協会 会長　太 田  政 往

　明けましておめでとうございます。令和８年の
年頭に当たり謹んで新春のお慶びを申し上げます
とともに、日頃より当協会の事業運営に対しまし
て、格別のご理解とご協力を賜り厚くお礼を申し
上げます。
　
　近年、全国各地で大規模な自然災害が相次いで
おりますが、本県においても一昨年７月の記録的
な大雨により最上地域、庄内地域を中心に道路の
流失や崩落、河川の氾濫などの甚大な被害がもた
らされ、現在も復旧・復興が進められておりま
す。我々建設産業は単なる社会基盤の整備にとど
まらず、いったん災害が発生すれば地域の守り手
として誰よりも早く現場に駆け付け、最前線で昼
夜の別なく対応に当たる重要な役割を担っており
ます。

　しかしながら、本県の建設産業は、都市部や東
北地内でも太平洋側との建設投資や賃金の格差、
加えて都市部への人口流出、若年入職者の減少、
建設従事者の高齢化という課題に直面しており、
将来の地域建設業の持続的な発展に大きく影響さ
れることが懸念されます。今後も社会インフラの
整備・維持管理、災害対応や除雪など、重要な役
割を果たし続けるためには、建設技術者や技能者
の確保と定着が喫緊の課題であります。

　このためには、安定的・計画的な公共事業予算
の確保はもとより、同じ職種なら全国のどこでも
同一の賃金が得られるようにすることが必要であ
ります。当協会におきましても、人口流出の歯止

め、担い手の確保・定着を図るため全国一律の設
計労務単価、少なくとも東北地域における賃金格
差の解消を目指してまいります。
　また、建設産業においては、時間外労働の上限
規制への対応、週休二日制の導入にともない、建
設ＤＸ・ＩＣＴ施工等の生産性の向上に向けた新
たな取り組みが急務となっております。発注者の
意向や自然条件から、一律での規制が困難な面も
ありますが、発注者など関係の方々にご理解をい
ただきながら、生産性や効率性が損なわれない働
き方改革を進めていくことが必要であると考えて
おります。

　結びに、皆様方のますますのご多幸とご発展を
心から祈念申し上げ、新年のごあいさつといたし
ます。
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年頭のごあいさつ
　      山形県知事　吉 村  美 栄 子

　新年明けましておめでとうございます。皆様に
おかれましては、新春を清々しい気持ちでお迎え
のこととお慶び申し上げます。

　さて、昨年を振り返りますと、本県で果樹栽培
が始まってから150年の節目「やまがたフルーツ
150周年」であり、県では県内外への県産フルー
ツの魅力発信や、観光誘客の促進、多様な産業と
の連携などに取り組んでまいりました。

　一方で、ツキノワグマによる県民生活への深刻
な影響が現れた年でもありました。県ではこれま
で、「緊急銃猟タスクフォース」の設置や「山形県版
クマ被害対策パッケージ」の実施などの取組みを展
開してきたところであり、今後も県民の安心・安
全に向け最大限の取組みを進めてまいります。

　山形新幹線米沢トンネル（仮称）については、早
期事業化の実現に向けて、新たに「山形新幹線米
沢トンネル（仮称）整備スキーム検討会議」を設置
いたしました。さらに、旺盛なインバウンド需要
の取り込みや空港の更なる利用拡大を図るため、
滑走路延長を含めた機能強化に向けた検討を進め
るなど、高速交通ネットワークの形成をさらに前
進させてまいります。

　10月には、米国の有力旅行メディアの「2026
年に行くべき世界の旅行先25選」に国内で唯一本
県が選出されるという嬉しいニュースがありまし
た。県としましては、この度の選出を大きなチャ
ンスと捉え、本県の魅力を世界に向けてＰＲして
まいります。

　本年４月には、東北公益文科大学が公立大学と
して新たなスタートを切る予定です。また県立高
校では、新庄志誠館高校が新たに開校します。県
としましては、引き続き、県民のウェルビーイン
グの向上、県内経済の持続的な成長、安全・安心
な地域づくりに向けた取組みを進めることで、「人
と自然がいきいきと調和し、真の豊かさと幸せを
実感できる山形」の実現を目指してまいります。

　結びに、本年が皆様にとりまして、喜びと誇
り、そして夢と希望に溢れた年となりますよう祈
念申し上げ、新年のごあいさつといたします。
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新年の御挨拶
　      山形県議会議長　田 澤  伸 一

　新年明けましておめでとうございます。
　一般社団法人山形県建設業協会の皆様におかれま
しては、健やかに新春をお迎えのことと、心からお
慶び申し上げます。
　皆様には、日頃から、県民生活を支える社会資本
の整備や維持管理、災害時における応急復旧活動な
ど、豊かで住み良い、安全で安心な地域づくりに、
多大なる御尽力をいただいておりますことに、深く
敬意を表しますとともに心から感謝を申し上げます。
　さて、昨年５月、本県の人口が100万人を割り込
むという、県民にとって大変ショッキングな出来事
がありました。こうした状況の下、少子化と高齢化
の進行に伴う人口減少が一層進むとともに、あらゆ
る分野で人手不足が深刻化していくことが大いに懸
念されます。
　建設業界におきましても、慢性的な若年入職者の
不足や熟練技能者からの技能継承は喫緊の課題であ
るほか、労働時間規制に伴う工期遅延リスクの増大
や、世界的なインフレや円安による資材価格や燃料
費の高騰など、多岐にわたる困難に直面しておりま
す。本県の地域経済と雇用を支える重要な産業であ
る建設業に与える影響は非常に大きいものがあると
認識しております。
　こうした中、貴協会におかれましては、中学・高
校生を対象とした現場実習や見学会の開催、動画作
成やＳＮＳを活用した広報など、若年労働者の入職
促進に積極的に取り組まれ、働きやすい職場環境づ
くりや生産性向上を目的とした研修会の開催など、
建設業を魅力ある産業に成長できるよう長年にわた
り御尽力いただいておりますことに、深く敬意を表
します。
　一方、社会資本の整備に目を向けますと、昨年10
月に酒田市中心部と旧八幡町、最上地方を結ぶ主要
幹線道路であり、県指定の第２次緊急輸送道路でも
ある「一般国道344号安田バイパス」が全線開通いた
しました。
　道路ネットワークの整備は、人の交流拡大や物流

の効率化、観光振興、新たな企業立地による雇用創
出など、地域経済の発展の根幹を担うとともに、災
害時のリダンダンシーの確保や、災害に強い広域交
通基盤の確立に欠かせないものであり、その重要性
は一層高まっております。
　昨年は雨も少なく厳しい暑さとなり、群馬県伊勢
崎市では41.8℃を観測するなど、５年ぶりに国内最
高気温を更新いたしました。こうした地球温暖化に
伴う気候変動により、自然災害は頻発・激甚化の傾
向にあります。本県においても、令和４年８月には
置賜地域を中心とし、令和６年には庄内・最上地域
を中心とした豪雨災害等により、河川や道路に甚大
な被害が発生しております。
　県土の約７割が山地で、急峻な地形がある本県で
は、河川等の防災・減災対策に加え、リダンダンシー
を高める広域交通基盤の整備が不可欠です。県民の
安全・安心を守るため、より一層の危機感をもって
取り組んでいく必要があることを改めて認識してお
ります。
　また、災害発生時においては、被災現場の最前線
に立ち、昼夜を問わず対応にあたられる地域建設業
の重要性については、県民誰しもが安心感を抱くと
ともに心から感謝しているところです。社会基盤を
守るエッセンシャルワーカーとして貴協会が担う役
割は、防災・減災、県土強靭化の推進において、今
後ますます重要性を増していくものと確信しており
ます。今後の御活躍を心から期待しております。
　県議会といたしましても、本県にとって真に必要
とする社会資本の整備が着実に推進されるよう、政
府に対する施策提案や予算確保などの働きかけを行
うとともに、引き続き、安全で活力ある社会の実現
に向けた県土強靭化の推進に力を注いでまいる所存
でありますので、皆様におかれましても、なお一層
の御協力を賜りますようお願い申し上げます。
　結びに、山形県建設業協会のますますの御発展
と、会員の皆様の今年一年の御健勝と御多幸を心か
ら祈念申し上げ、新年の挨拶といたします。
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　謹んで新年のご挨拶を申し上げます。
　平素より、東北地方整備局が所管する事業の推進
にあたり、皆様からの格別のご理解とご協力を賜
り、心より御礼申し上げます。
　近年、気候変動の影響により、自然災害の激甚
化・頻発化が顕著となっております。令和7年には、
全国各地で記録的な大雨が発生し、甚大な被害がも
たらされました。東北地方においても、8月、9月と
2ヶ月連続で秋田県を中心に記録的な大雨が降り、県
内各地で浸水被害が相次ぎました。また、12月には
青森県東方沖を震源とする地震が発生し、八戸市で
は震度6強が観測されました。太平洋沿岸に津波警報
が発表され、津波が各地で観測されたため、多くの
住民が高台へ避難する事態となりました。
　このような状況を踏まえ、国民の生命と財産を守
るため、防災・減災および国土強靱化の取り組みを
一層強化していくことが求められています。具体的
には、「流域治水」のさらなる深化、高規格道路の
ミッシングリンクの解消や暫定2車線区間の4車線
化、高規格道路と代替機能を担う直轄国道によるダ
ブルネットワークの強化、基幹的海上交通ネット
ワークの維持に向けた防波堤等の整備、インフラの
老朽化対策など、多岐にわたる施策を着実に推進し
てまいります。あわせて、第1次国土強靱化中期計
画の着実な実行と、必要な予算の確保に努めてまい
ります。

　また、東北地方では、少子高齢化に伴う人口減少
という深刻な課題を抱えています。持続可能な地域
社会の構築を目指し、人流・物流の円滑化と活性化
を図る道路ネットワークの整備を進めてまいりま
す。さらに、脱炭素社会の実現に向けて、洋上風力
発電の導入促進に資する基地港湾の整備を推進し、
地域における再生可能エネルギーの活用を支援して
まいります。
　こうした取り組みを進めていくうえで、建設業の
皆様の力は欠かすことができません。しかしなが
ら、建設業の就業者数は減少傾向にあり、「地域の
守り手」である建設業の担い手確保に向けた取り組
みを一層強化する必要があります。建設業が新4K
（給与・休暇・希望・かっこいい）の魅力あふれる
産業となるよう、官民が連携し、DXの推進や「東
北未来『働き方・人づくり改革プロジェクト』」の
深化に取り組んでまいります。
　東北地方整備局では、安全・安心で持続可能な地
域社会の実現を目指し、今後とも社会資本の整備及
び管理に全力で取り組んでまいります。
　本年も、皆様の変わらぬご支援とご協力を賜りま
すよう、よろしくお願い申し上げます。

年頭所感
　〜新しい年、東北をもっと元気に！〜

東北地方整備局長　西 村 　 拓
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　明けましておめでとうございます。
　皆様には、新しい年を迎えられ、ますます御健勝
のこととお喜び申し上げます。
　建設業界の皆様には、日頃より山形県の県土整備
行政の推進につきまして格別の御理解と御協力を賜
り、深く感謝申し上げます。また、近年、本県にお
いても災害が相次いで発生しておりますが、その際
にも発災当初から官民挙げて初動対応にあたり、迅
速な応急対応ができましたのは、常日頃より建設業
界の皆様から災害対応の全般にわたって多大な御尽
力をいただいている賜物であります。心よりお礼申
し上げます。
　
　さて、県では現在、令和８年度当初予算の編成作業
が進められており、県土整備部としましては、次の４
つの柱立てからなる予算を要求したところです。
　
　第一の柱は、「安全・安心で持続可能な暮らしを
確保する県土強靭化の推進」です。
　令和６年７月の大雨で被災した公共土木施設の復
旧、改良を着実に実施するとともに、国や市町村等
との連携による河川整備など、ハード・ソフト両面
からの治水対策や土砂災害対策といった「流域治
水」を推進してまいります。
　特に近年、豪雨災害が激甚化・頻発化しているこ
とを踏まえ、浸水被害の軽減には河川の流下能力の
確保が不可欠であることから、堆積土砂や支障木の
撤去に加え、土砂の再堆積抑制対策の実施など、河
川の流下能力再生を図ってまいります。
　また、公共土木施設の長寿命化対策や、全国特別
重点調査によって緊急性が高いと判定された下水道
管路の改築工事など、県民の安全・安心の確保に向
けた取組みを進めてまいります。さらに、カーボン
ニュートラルの実現に向けて、洋上風力発電の建設
拠点となる酒田港の機能強化にも取り組んでまいり
ます。

　第二の柱は、「交流を支える交通ネットワークの
充実強化」です。

　県内外との交流を促進し、物流の円滑化、産業振
興や観光振興等を図るため、交通ネットワークの充
実強化に向けた広域道路や地域内道路の整備を進め
ていくとともに、国内外との交流促進のための空港
及び港湾の機能強化にも取り組んでまいります。

　第三の柱は、「山形暮らしの魅力向上を支える県
土の形成」です。
　まちなかのにぎわい創出に向けて、地元自治体や
関係機関との協働による新たなまちづくりの推進
や、誰もが安全で安心して利用できる道路等の整備
に取り組んでまいります。加えて、山形の厳しい気
候においても快適に長く暮らすための住宅の新築・
リフォームに対して支援していくほか、本県の魅力
ある景観の発信と将来世代への景観資源の継承に向
けた取組みも推進してまいります。

　第四の柱は、「建設ＤＸによる生産性向上と人材
の育成・確保」です。
　令和５年に策定した「山形県建設ＤＸ推進戦略」
に基づき、「整備」「メンテナンス」「行政」「人
材」の４つの分野でＤＸを推進していくとともに、
中小建設業のさらなる生産性向上に向け、県発注の
建設工事おいてＩＣＴ機器活用を促進する事業を実
施してまいります。
　また、県においても将来の県土整備行政を担う技
術職員を確保・育成するため、土木の専門知識のな
い人材に必要な知識・技術を習得する機会を与える
新たな育成制度の創設や、若手土木職・建築職の専
門性向上に向けた取組みを進めてまいります。
　
　これらの施策により、本県の持続的な発展を支
え、県民の安全と安心を守るインフラ整備にしっか
りと取り組んでまいりますので、今後とも変わらぬ
御理解、御協力をお願い申し上げますとともに、本
年の皆様方のますますの御多幸と御発展を祈念申し
上げまして、新年の御挨拶といたします。

新年の御挨拶
　      山形県県土整備部長　永 尾  慎 一 郎
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　令和８年の新春を迎え、謹んで新年のご挨拶を申し上げ
ます。
　旧年中は山形労働局の行政運営に格別のご理解とご協
力を賜り、厚く御礼申し上げます。本年も何とぞよろしくお
願い申し上げます。
　さて、山形県の人口は昨年5月に100万人を下回り、少子
高齢化に伴う生産年齢人口の減少という構造的な課題に
直面する一方、引き続く物価上昇に賃金の上昇が追いつい
ていない状況にあります。こうした中、県内の多くの企業
では人手不足に直面し、人材確保が急務となっております
が、若者、女性、高齢者、障害者、外国人といった多様な人
材の活躍促進と、誰もが安心して働くことができる良好な
職場環境の整備が求められています。
　こうした状況に対応すべく、職場における女性活躍を推
進するため、「男女間の賃金差異」及び「女性管理職比
率」に関する情報公表の義務が従業員101人以上の企業に
拡大（令和８年4月施行）されること、カスタマーハラスメン
トや就職活動中の学生等に対するセクシュアルハラスメン
ト対策が義務化（令和8年10月施行予定）されることを踏
まえ、事業主に対する啓発、指導を強化してまいります。
　また、年齢にかかわらず働くことができる社会の実現に
向け、70歳までの就業機会の確保に取り組むとともに、外
国人労働者に対する就職支援、非正規雇用労働者の方々
の正社員への転換や、同一労働同一賃金の更なる遵守徹
底などによる処遇改善に取り組むとともに、いわゆる就職
氷河期世代を含む中高年層の方々に対し、就労や社会参
加を支援してまいります。
　さらに、令和８年７月には民間企業の法定雇用率が現
在の2.5%から2.7%へ引き上げられ、雇い入れ義務のある
事業主の範囲が従業員40.0人から37.5人となることを踏ま
え、障害者の雇用経験や雇用ノウハウが不足している企業
等に対して、ハローワーク等による障害者の雇い入れ支援
等の一層の強化を図ってまいります。
　加えて、長時間労働の抑制に向けた監督指導の徹底を
図るとともに、「山形働き方改革推進支援センター」のワン
ストップ相談窓口において、きめ細やかな支援に取り組む
こと等により、労働者が安全で健康に働くことができる環
境の整備を進めてまいります。
　そして、持続的・構造的な賃上げを実現するため、引き続
き中小企業等が賃上げしやすい環境整備を図っていくこと
とし、事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った
事業主を支援する業務改善助成金をはじめとした「「賃上

げ」支援助成金パッケージ」の周知に努めるとともに、関係
機関とも連携し、生産性向上やリ・スキリングに対する支援
に取り組んでまいります。
　あわせて、山形県最低賃金が955円から1,032円に引き上
げられたこと（令和7年12月23日改正発効）を踏まえ、最低
賃金の適切な履行確保を図る観点から、引き続き事業主
等への積極的な周知と労働基準監督署による重点監督を
着実に実施してまいります。
　ところで、山形県内の建設業における労働災害の発生状
況（新型コロナウィルス感染症関連を除く）をみると、令和
７年11月末現在において、休業4日以上の被災者数が151人
と前年同月比で23人（18.0%）の増加、死亡者数は２人と前
年同期比で1人の増加となっています。依然として重篤な災
害につながる「墜落・転落」が3割を占めるほか、「転倒」や
「切れ・こすれ」などの災害が多く発生している状態となっ
ています。令和５年度から始まった第14次労働災害防止計
画では、墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメント
に取り組む事業場を増加させることにより建設業における
労働災害の減少を図ることを目標として掲げておりますの
で、墜落・転落のおそれのある箇所への囲い・手すり等の
設置、フルハーネス型墜落制止器具の確実な使用や、はし
ご・脚立等の安全な使用などの徹底について、引き続きよ
ろしくお願い申し上げます。
　また、県内では今シーズンも12月から2月までの3か月間、
「冬の労災をなくそう運動」を展開しています。建設事業者
の皆様におかれましては、冬期特有の災害である雪下ろし
作業中の墜落・転落、凍結路面での転倒、換気の悪い場所
での暖房等によるCO中毒、山間部の現場における雪崩災
害の防止等に向けた対策について積極的に取り組んでい
ただきますようお願い申し上げます。
　山形労働局としましては、県民や地域の皆様のご期待に
応える総合労働行政機関として、すべての労働者が希望を
持ち、安心して働ける環境を整備するため、雇用環境・均
等行政、労働基準行政、職業安定行政、人材開発行政の４
行政による施策を総合的に推進してまいりますとともに、労
働局、労働基準監督署、ハローワークが一体となり、効果
的な行政運営を進めていく所存ですので、引き続きご協力
を賜りますようお願い申し上げます。
　結びに、本年が穏やかで活力に満ちた一年となりますこ
と、並びに貴会のますますのご発展と会員の皆様のご活躍
を心よりご祈念申し上げ、年頭のご挨拶とさせていただき
ます。

新年のごあいさつ

山形労働局長　島 田  博 和
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　謹んで新春のお慶びを申し上げます。令和８年の
年頭にあたり、山形県建設業協会の皆様に心よりご
祝詞を申し述べます。
　令和７年を顧みますと、我が国の社会基盤の安全
性に対する関心が一層高まった一年でございまし
た。埼玉県八潮市における道路陥没事故は、インフ
ラの老朽化対策と維持管理の重要性を改めて浮き彫
りにしました。また、世界的な情勢の不安定化に伴
う資材価格の高騰や円安の影響により、建設業界の
経営環境は極めて不透明な状況が続いています。さ
らには、豪雨や地震など自然災害が全国各地で発生
し、防災・減災の取り組みの緊要性を痛感した一年
であります。
　こうした中で、建設業は単なる産業にとどまら
ず、「地域の守り手」、すなわち社会の安全と安心を
支えるエッセンシャルワーカーとしての使命を担っ
ております。災害時の緊急対応、道路や橋梁の復
旧、ライフラインの確保など、皆様の献身的な努力
こそが地域社会を支える礎であり、その責務はまこ
とに尊く、国としても最大限の評価と支援を惜しま
ぬ所存であります。
　令和８年は、第１次国土強靱化実施中期計画の初
年度という重大な節目を迎えます。国土強靱化の推
進は、国民の生命と暮らしを守る国家的使命であ
り、国としても、令和七年度補正予算と令和八年度
当初予算を最大限活用し、防災・減災、国土強靱化
のための重点投資を着実に進めてまいります。山形
県においては、日本海側と内陸部を結ぶ道路ネット
ワークの強化、橋梁や河川の耐災害性向上、緊急輸
送路の確保が急務です。加えて、豪雪地帯ならでは
の除雪体制の強化や冬期の交通確保は、地域の暮ら
しと経済活動を守るために欠かせません。特に、山
形自動車道や東北中央自動車道など高規格道路の整
備・機能強化は、防災・物流・観光振興の観点から
極めて重要であり、地域の強靱性と経済活力を高め
る基盤となります。

　また、建設産業は今、重大な転換期にございま
す。担い手不足の克服、若年層にとって魅力ある職
場づくりは喫緊の課題であります。そのため、第三
次・担い手３法の趣旨に則り、担い手確保、生産性
向上、地域の災害対応力強化を着実に進めることが
求められております。国としても、人への投資を軸
とした処遇改善、地域に根ざした働き方改革の推進
を通じて、業界改革を強力に後押ししてまいりま
す。さらに、建設DX、省力化技術、人材育成を加
速し、持続可能な産業構造への転換を図ることが肝
要であります。加えて、カーボンニュートラルの実
現に向けた取り組みも避けて通れません。再生材の
活用、省エネ型工法の推進、地域資源を活かした循
環型社会の構築に向け、皆様とともに歩んでまいる
覚悟でございます。
　山形は、豊かな自然と歴史文化を有する地域で
す。その景観や伝統を守りながら、災害に強いまち
づくりを進めることは、我々の使命であります。観
光振興や地域活性化の基盤となるインフラ整備も、
建設業の力なくしては成し得ません。皆様の技術と
経験が、未来の山形を形づくる原動力であること
を、どうか誇りにお持ちいただきたいと考えており
ます。
　私自身も、建設産業界代表の国会議員として、皆
様方のご要望に一つでも応えられるよう、政治活動
を通じて尽力してまいります。そして、建設産業を
元気に、日本を元気にしてまいる所存であります。
　結びに、令和八年が建設業界にとりまして飛躍の
年となることを確信し、山形県建設業協会のますま
すのご隆盛と、会員各位のご健勝を謹んで祈念申し
上げ、新年のご挨拶といたします。

年頭所感

参議院議員　見 坂  茂 範
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　令和８年の新春を迎え、謹んで年頭の挨拶を申
し上げます。
　平素より、全建の事業活動に対し格別のご支
援・ご協力を賜り、深く感謝いたします。

　近年の地域建設業を取り巻く状況は、公共建設
投資が横ばいで推移し、実質投資額が減少する中
で、資機材価格の高騰や人件費の上昇等の影響に
より企業倒産が増加するなど、経営環境は厳しさ
を増しています。
　また、昨年も気候変動の影響により、地震、台
風、豪雨、豪雪などによる大規模な災害が全国各
地で発生しました。自然災害の激甚化・頻発化の
傾向は顕著となっており、老朽化が進んでいるイ
ンフラの維持管理や更新の対策とあわせて、防
災・減災のための国土強靭化は喫緊の課題となっ
ています。
　
　地域建設業は、社会資本整備や維持管理のみな
らず、災害発生時には最前線で災害対応を担う「地
域の守り手」であるとともに、国民生活や地域経
済、雇用の下支えをする地域の基幹産業として、地
方創生のための重要な役割も担っています。
　地域の安全・安心を担う地域建設業が、魅力あ
る憧れの産業として、その社会的使命を持続的に
果たしていくためには、健全で安定したサステナ
ブルな経営、処遇改善による担い手の確保が必要
であり、そのためには、公共事業の実質事業量の
増額確保と、将来に向けた経営の見通しが立つ長
期的な事業計画の策定、求められる技能や役割に
相応しい処遇の実現が不可欠です。
　

　全建といたしましては、「危機管理投資・成長
投資による強い経済の実現」に向け、国土強靭化
を含む必要な公共事業予算の確保を強く求めると
ともに、新３Ｋ（給与、休暇、希望）＋Ｋ（かっ
こいい）の実現に向け、時間外労働の上限規制の
適用を踏まえた「２＋360（ツープラスサンロク
マル）運動」、「適正工期見積り運動」、「目
指せ！建設現場 土日一斉閉所運動」を進めるほ
か、賃金の引上げ、ⅠＣＴの活用・DXの推進、
広報活動などにも引き続き積極的に取り組んで参
ります。
　
　
　本年も、全建は47都道府県建設業協会ならびに
会員企業の皆様と一体となり、地域建設業の発展
に向けて全力で取り組む所存でございますので、
引き続きご支援のほど、何卒よろしくお願い申し
上げます。
　
　結びに、皆様のますますのご多幸とご健勝を祈
念するとともに、建設業のさらなる飛躍を願いま
して、私の年頭の挨拶とさせていただきます。

年頭所感

一般社団法人 全国建設業協会 会長　今 井  雅 則
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　明けましておめでとうございます。
　2026年の新春を迎え、謹んで年頭のご挨拶を
申し上げます。
　建設産業を取り巻く状況は、深刻化する担い手
の確保・育成の問題や高止まりしている建設資材
価格の問題など、依然として厳しいものがありま
す。
　そのような中で、昨年末には改正建設業法が完
全施行され、一連の第三次担い手3法がすべて施
行されました。適正な契約や工期の確保など、取
引環境の健全化に向けた制度が本格的に動き始
め、中央建設業審議会においては標準労務費の基
準が作成され、その実施が勧告されるなど、担い
手の処遇改善と賃金の適正化に向けた仕組みも整
備されました。これらは、地域の暮らしや社会を
支える建設産業の持続可能性を高めるための重要
な転換点であり、今年は、そのような仕組みが効
果的に運用され、定着していくことに大きな期待
が寄せられています。
　また、技術革新の波も加速しています。AIの利
活用をはじめとするデジタル技術の進展により、
建設現場やバックオフィスにおけるDXが進み、
業務効率化や生産性向上、長時間労働の是正や週
休2日などの働き方改革の推進にも大きく寄与し
ており、建設産業の社会的重要性の観点からもこ
うした動きは今後さらに加速していくと考えてい
ます。

　本財団は、建設産業の振興を目的に掲げる法人
として、多くの建設産業団体や関係機関の皆様と
ともに、建設産業の諸課題に対応するべく、建設
産業人材確保・育成推進協議会の運営や建設キャ
リアアップシステム（CCUS）の運営をはじめとす
る担い手確保・育成事業、建設産業団体や建設企
業の経営基盤を強化するための経営改善支援や情
報化推進支援、債務保証等の金融支援、建築及び
電気工事施工管理技術検定や建設業経理士検定な
どの検定事業、監理技術者講習や建設業経理士
CPD講習などの研修・講習事業など、多岐に亘る
事業を展開しております。さらに、建設産業にお
けるデジタル化、DXを後押しするために、建設
業のバックオフィス業務におけるDX推進への支
援を行なうなど、建設産業の動向に応じた新たな
事業にも積極的に取り組んでおります。
　本年も本財団は、業界の動向やニーズを的確に
把握し、迅速かつ柔軟に対応することで、建設産
業の持続的な発展と振興に貢献してまいりますの
で、皆様の変わらぬご支援とご協力を賜りますよ
うお願い申し上げます。
　最後に、皆様方のますますのご健勝とご多幸を
祈念するとともに、建設産業のさらなる飛躍を祈
念いたしまして、年頭のご挨拶とさせていただき
ます。

年頭所感
一般財団法人建設業振興基金 理事長　谷 脇 　 暁
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　令和８年の新春を迎え、謹んで新年のお慶びを
申し上げます。
　旧年中、建設業退職金共済制度（建退共制度）の
運営に対しまして、多大なご支援、ご協力を賜り
ましたことを厚く御礼申し上げます。
　建退共制度は、建設工事の第一線で働く労働者
の皆様の福祉の増進と雇用の安定を図り、建設業
を営む中小企業の福祉の振興を目的として、中小
企業退職金共済法に基づき、昭和39年10月に創
設され、本年で62年目を迎えます。
　お蔭様で、建退共制度への加入契約者数は17
万事業所、被共済者数は211万人を数え、これま
で累計で284万人の退職者に対して２兆14百億
円の退職金をお支払いしてまいりました。退職金
を受け取られた皆様、事業主の皆様からは建退共
制度があって本当に良かったという声を頂いてお
り、制度の運営にあたる私どもにとって大きな励
みとなっております。
　さて、今日の建設業界は「担い手不足」という深
刻な課題に直面しており、労働力の確保は極めて
困難な状況となっていると承知しております。こ
の難局を乗り越えるためには、建設業界における
処遇改善、魅力向上、デジタル技術の導入による
生産性向上等が不可欠と考えられます。
　魅力ある退職金制度を普及することは、優秀な
人材の確保、建設労働者の仕事への意欲の向上、
建設業界の活性化等につながります。しかしなが
ら、現行の建退共制度では、現在の掛金日額（320
円）による退職金額が、他産業の退職金額を大き
く下回っており、退職金額の水準を他産業と比較
して遜色のない魅力あるものとすることが強く求
められているところです。

　こうした背景を踏まえ、当機構においては、建
設労働者等の処遇改善に資する建退共制度のあり
方について、有識者や関係団体の方々にご議論を
いただき、令和７年９月、以下の三つのテーマに
ついて今後の方向性をとりまとめました。
①建設労働者の技能レベル等に応じ、元請や事業
主が掛金を上乗せできる「複数掛金制度」のあり方
②民間工事における建退共制度の普及拡大方策
③電子ポイント方式の更なる利用促進方策
　今後は、その実効性を担保するため、関係機関
と連携しつつ、建設業界の方々のご意見を十分に
反映して、具体的な施策として実現するべく取り
組んでまいります。
　また、電子ポイント方式の電子申請専用サイト
を、旧年の秋に大きくリニューアルしました。こ
れにより、これまでのように二つのシステムを使
用するのではなく、専用サイト内で全てが完結す
る等、操作性が大幅に向上いたしました。是非こ
の機会に積極的なご利用をお願いいたします。
　このように、建退共制度は、安定的で効率的な
運営に努め、確実な退職金の支給に努めつつ、将
来に渡って魅力ある退職金制度の実現に向けて一
歩ずつ前進してまいる所存でございますので、制
度への加入、電子ポイント方式の利用につきまし
て、更なるご理解、ご支援を賜りますようよろし
くお願い申し上げます。
　結びに、皆様方のご健勝とご隆昌を心よりお祈
り申し上げ、年頭のご挨拶といたします。

年頭のご挨拶

独立行政法人 勤労者退職金共済機構 理事長　梅 森 　 徹
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　令和８年の新春を迎え、謹んで年頭のご挨拶を
申し上げます。
　さて、建設業界の自主的な共済制度として全国
建設業協会との特約のもとに当団が実施する建設
共済保険が誕生してからお陰をもちまして、56
年目を迎えることができました。これもひとえ
に、ご契約者の皆さまと全国建設業協会並びに都
道府県建設業協会の皆さまのご支援の賜物と厚く
御礼申し上げます。
　建設共済保険は、令和４年度から保険収支の剰
余金を全額還元する、法定外の労災保険としては
画期的な「契約者割戻金制度」を導入し、公益法人
に課せられた収支相償の原則を恒久的に満たす条
件が整備されるところとなりました。割戻金が支
払われることで制度改正時に一部削減された安全
衛生用品の頒布額はカバーできるばかりか掛金負
担がさらに軽減されるなど、より充実した内容に
進化する一方で、令和３年10月に保険金区分の
最高額を4,000万円から5,000万円に21年ぶりに
引き上げ、さらに本年４月から保険金区分6,000
万円と7,000万円を新設し、他の保険と遜色のな
い本格的な保険サービスが提供できるようにな
り、建設共済保険は新時代を迎えることとなりま
す。また、令和７年８月には当団のホームページ
を抜本的に刷新し、「最新のお知らせ」のコーナー
を新設するなど情報発信量が飛躍的に拡大してお
ります。
　さらに、12年目を迎えた全国建設業協会及び
都道府県建設業協会とのタイアップ広告等の広報
活動では、次代を担う青年部・女性部との連携も
図りながら、建設業の魅力の発信と建設共済保険
制度のＰＲに努めてまいります。

　なお、公益目的事業として被災者の遺児等に対
する返済不要の奨学金を支給する育英奨学事業
はもとより、平成28年度から開始した「労働安全
衛生推進事業」では引き続き安全衛生用品を頒布
し、建設工事現場に「女性専用トイレ」や「女性専
用更衣室」を設置する場合にはそれぞれ10万円を
上限とする助成も行ってまいります。また、他の
模範と認められる労働安全衛生推進者として、ご
契約者と連名で表彰し、当団のホームページで

「安全の守り手」として永く顕彰させていただくほ
か、特別助成と相まって建設会館に併設されるこ
との多い教育訓練施設等の整備助成等も行ってい
るところです。
　本年も、全国建設業協会及び都道府県建設業協
会並びに建設関係団体との連携を一層密にして、
中核である建設共済保険制度の普及促進活動を積
極的に展開し、相互に扶助し合う「共済」の精神に
則り都道府県建設業協会に対する一般助成や特別
助成等の支援策を強化しながら、建設業界の発展
と建設労働者の福祉の増進に役職員一同努めてま
いりますので、倍旧のご支援を賜りますようお願
い申し上げます。結びに、皆さまのご隆昌とご健
勝を心からお祈り申し上げ、年頭のご挨拶と致し
ます。

年頭のご挨拶

公益財団法人 建設業福祉共済団理事長　茂 木 　 繁
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　2026年の年頭にあたり、謹んで新年のご挨拶
を申し上げます。
　日頃より、当社グループ事業につきまして、格
別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　昨年は、憲政史上初の女性首相・高市内閣の積
極財政への期待が高まる一方、トランプ米大統領
の関税引き上げや長引く円安など外部環境の不確
実性が続き、先行きに慎重さが求められる一年と
なりました。国内外の変動は、地域経済や公共投
資、そして地域生活を支える建設産業にも影響を
及ぼしています。
　加えて、豪雨災害などの自然災害の激甚化・頻
発化に加え、埼玉県八潮市での下水道管損傷に伴
う大規模陥没に象徴される老朽インフラのリスク
が社会不安を高めています。平時の見えにくいリ
スクが顕在化する中、ここ雪国・山形でも、橋梁・
上下水道・道路・河川施設の長寿命化と機能保全
は喫緊の課題であり、さらには除雪体制の強化も
あわせ、「地域の守り手」である地域建設業の役割
はますます重要性が高まっています。
　こうした中、建設業界は「第三次担い手三法」の
趣旨のもと、賃金水準の確保、適正工期、週休二
日をはじめとする働き方改革と、デジタル技術の活
用による生産性向上が求められています。持続可
能な施工・維持管理体制の実現には、受注者・発
注機関双方の協力による環境整備が不可欠です。
　当社は、保証事業の公正かつ堅実な運営を通
じ、建設企業の資金調達の円滑化と地域経済の活
性化に取り組んでおりますが、受注者・発注機関
双方の事務負担軽減と業務効率化に向け、保証証
書のペーパーレス化「電子保証」を提供し、現在、
山形県、山形市、米沢市、東根市、寒河江市、南
陽市でご利用いただいております。今後は未導入
の市町村にも働きかけ、普及促進と利便性向上を
一層進めてまいります。

　また、建設業振興助成や地域建設業支援事業を
通じ、山形県建設業協会などの団体と連携して、
若手人材の育成、生産性向上など業界課題の解決
を支援するほか、建設業界への入職促進とイメー
ジ向上を目的に、建設会社のさまざまな取組み
を紹介する映像コンテンツを制作し、当社公式
YouTubeで発信しております。こうした事業に
より本年も建設産業の健全な発展に尽力します。
　グループ会社の株式会社建設経営サービス

（KKS）では、国土交通省の「地域建設業経営強化
融資制度」に基づく「KKS出来高融資」、ならびに
売掛債権・手形・電子記録債権の決済を保証する

「KKS保証ファクタリング」を展開しています。資
金繰りの平準化やコスト低減を後押しし、金融イ
ンフラとしての役割を強化するとともに、県内市
町村で導入が遅れている「地域建設業経営強化融
資制度」について、業界団体と連携して導入拡大
を働きかけてまいります。
　さらに、日本電子認証株式会社（NDN）では、
電子入札で利用できる電子証明書「AOSignサー
ビス」に加え、商業登記に基づく電子証明書をIC
カードに格納して不正複製を防ぐ「法人認証カー
ドサービス」も好評いただいており、引き続き安
定した利用環境の提供に努め、受注者・発注機関
双方のデジタル化を支えてまいります。
　新年を迎え、当社グループは一丸となって皆さ
まの信頼に応えるベストパートナーを目指し、な
お一層の努力を重ねてまいります。本年も変わら
ぬご支援、ご愛顧を賜りますようお願い申し上げ
ます。
　結びに、山形県建設業協会のますますの御発展
と、会員の皆さまにとって新しい年が実り多い一
年となりますことを心より祈念し、新年のご挨拶
とさせていただきます。

年頭所感

東日本建設業保証株式会社 山形支店長　松 野  和 昭
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01

　当建設業協会元副会長の泰昌建設㈱ 代表取締役　澁谷　哲 氏
（現理事）は、多年にわたり建設業に精励すると共に、当協会役
員として、本県建設業界の発展向上に尽力された功績により、令
和７年11月３日旭日双光章受章の栄誉に輝いた。

澁谷　哲 元副会長
旭日双光章の栄に輝く！



15

　建設産業で働く人の雇用改善と技能・技術のさらなる向上を目指すとともに、業界のイメージ
アップと人材確保・育成を図ることを目的に「山形県建設産業雇用改善フォーラム」を山形県、
（一社）山形県建設業協会、（一社）山形県建設産業団体連合会の共催、東北地方整備局、山形
労働局、東日本建設業保証㈱山形支店の後援により下記のとおり開催した。

記
〈主　催〉山形県、（一社）山形県建設業協会、（一社）山形県建設産業団体連合会
〈後　援〉東北地方整備局、山形労働局、東日本建設業保証㈱山形支店
〈日　時〉令和7年11月26日（水）13時15分～16時00分
〈場　所〉ホテルメトロポリタン山形　4F「霞城」
〈参加者〉建設業協会・建産連役員、行政関係者、表彰受賞者 等　約100名
〈内　容〉
　　（1）記念講演
　　　　演　題　「どこへ行く日本の政治」
　　　　講　師　　政治ジャーナリスト／元日本テレビ政治部次長兼解説委員　青山 和弘　氏
　　（2）表　　彰
●山形県知事表彰
　◇建設雇用改善優良事業所
　　我妻建設工業㈱　　　　　米沢支部
　　㈱矢作組　　　　　　　　村山支部

山形県知事表彰 我妻建設工業㈱ 山形県知事表彰 ㈱矢作組

山形県建設産業雇用改善
フォーラム開催される

02
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　◇優秀建設現場従事者
　　飛　塚　耕　太　　　　　飛塚塗装店㈱
　　佐　藤　大　介　　　　　永井建設㈱
　　中　里　　　誠　　　　　㈱佐藤工務
　　黒　澤　　　貢　　　　　太田建設㈱
　　小松原　幸二郎　　　　　阿部建設㈱
●一般社団法人山形県建設業協会会長表彰
　◇建設雇用改善優良事業所
　　㈱仁科工務店　　　　　　米沢支部
　　大伸建設㈱　　　　　　　長井支部
　　㈱木川道路　　　　　　　山形支部
　　㈱石橋組　　　　　　　　西村山支部
　　㈱はながさ建設　　　　　村山支部
　　㈱八鍬建設　　　　　　　最上支部
　　T＆日本メンテ開発㈱　　鶴岡支部
　◇建設業優良従業員
　　20年勤続　77名　　　10年勤続　185名
●一般社団法人山形県建設産業団体連合会会長表彰
　◇優良建設従事者
　　松　田　陽　介　　　　　㈱松田塗装
　　渡　部　芳　郎　　　　　㈱ケンコン
　　五十嵐　真　一　　　　　㈱建北社
　　岸　　　　　誠　　　　　㈱新庄・鈴木・柴田組
●国土交通省大臣顕彰
　◇優秀施工者（建設マスター）
　　土岐田　幸　一　　　　　㈱三栄電機工業
　　佐　藤　宏　栄　　　　　㈱髙橋工務店
●一般社団法人全国建設業協会会長表彰
　◇優良従業員
　　縮　　　孝　市　　　　　置賜建設㈱
　　高　橋　多喜子　　　　　㈱梅津組
　　堀　　　　　晃　　　　　青山建設㈱
　　菊　地　直　樹　　　　　㈱横尾機興
　　髙　橋　正　美　　　　　白岩土木建築㈱
　　菅　原　奈穂美　　　　　㈱山本組
●独立行政法人勤労者退職金共済機構理事長表彰
　◇建設業退職金共済制度普及協力事業所
　　渋谷建設㈱　　　　　　　山形支部
　　林建設工業㈱　　　　　　酒田支部
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【開催日時】　令和7年11月11日（火）

【視察場所】・酒田港施設整備費酒田港外港地区　高砂埋立護岸（南）ケーソン据付工事
　　　　　・酒田港基地港湾整備事業
　　　　　・国道344号荒瀬川白玉橋　豪雨災害復旧工事現場
　　　　　・いろは蔵パーク

【参 加 者】　山形県建設業協会女性部員、協会職員　　計27名

　山形県建設業協会では令和6年2月20日に女性部を設立し、けんせつ女子カフェ・青年部勉強会
への参加などの取り組みをおこなってまいりました。
　今般、令和７年度の事業計画として予定していた酒田支部管内の事業視察および意見交換会を
実施いたしました。
　海洋再生可能エネルギー発電設備等の導入促進を図る拠点港湾として国土交通大臣より基地港
湾として指定され、現在整備が進められている酒田港や、令和6年7月豪雨で甚大な被害を受けた
八幡地域の災害復旧工事現場等を見学させていただきました。
　悪天候の中、ご参加・ご協力いただきました皆様に厚く感謝申し上げます。

山形県建設業協会女性部
「酒田支部管内事業等視察」
を実施

03
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【開催日時】令和8年1月7日（水）13：30 ～ 15：00

【会　　場】山形県建設会館　3階　会議室
　　　　　　山形市あさひ町　18-25

【テ ― マ】今日から出来る！安全・安心・職場の元気を支えるコミュニケーション術！

【講　　師】株式会社建設経営サービス　　 提携講師　　鎌田　敏　氏

【参加者数】18名

　労働人口が減少している社会において、建設業の人材の確保・人材定着が課題となっている中、
経営能力や技術力などの向上を目的として、東日本建設業保証㈱山形支店と（一社）山形県建設
産業団体連合会との共催により建設業経営講習会を開催した。
　今回のテーマは「今日からできる！安全・安心・職場の元気を支えるコミュニケーション術！」
と題して経営者、後継者、経営幹部を対象に行われた。
　講習内容は働きやすい職場づくり、人と組織の元気力を高めるためのコミュニケーションを習
得するための心得やスキルを学んだ。参加型の講習内容で大変有意義な講習会となった。

建設業経営講習会を開催04
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●お知らせ I n f o r m a t i o nI n f o r m a t i o n

F r o m 　 協会からのお知らせ



20

F r o m 　 建退共からのお知らせ
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F r o m 　（公財）建設業福祉共済団からのお知らせ

●お知らせ I n f o r m a t i o nI n f o r m a t i o n
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●お知らせ I n f o r m a t i o nI n f o r m a t i o n

F r o m 　 東日本建設業保証㈱山形支店からのお知らせ
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●お知らせ I n f o r m a t i o nI n f o r m a t i o n

F r o m 　 協会けんぽ山形支部からのお知らせ
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東日本建設業保証株式会社山形支店（工事場所：山形県）

発 注 者 別 保 証 取 扱 高

年度累計 （金額単位：百万円）

10 月単月 （金額単位：百万円）

区分
発注者

令和7年度 令和6年度 対前年度増減 対前年度増減率（%）

件　数 請負金額 件　数 請負金額 件　数 請負金額 件　数 請負金額

国 312 36,172 291 30,510 21 5,662 7.2 18.6

独立行政法人等 29 2,725 30 4,868 -1 -2,142 ▲3.3 ▲44.0

県 938 68,378 910 52,635 28 15,743 3.1 29.9

市 町 村 1,465 64,246 1,466 47,387 -1 16,859 ▲0.1 35.6

地 方 公 社 9 2,361 11 990 -2 1,371 ▲18.2 138.4

そ の 他 51 5,147 74 8,207 -23 -3,059 ▲31.1 ▲37.3

合 計 2,804 179,033 2,782 144,598 22 34,434 0.8 23.8

区分
発注者

令和7年10月 令和6年10月 対前年度増減 対前年度増減率（%）

件　数 請負金額 件　数 請負金額 件　数 請負金額 件　数 請負金額

国 21 1,615 18 724 3 890 16.7 122.9

独立行政法人等 0 0 4 50 -4 -50 − −

県 108 7,704 116 6,278 -8 1,426 ▲6.9 22.7

市 町 村 184 9,222 156 5,392 28 3,829 17.9 71.0

地 方 公 社 0 0 0 0 0 0 − −

そ の 他 5 336 9 515 -4 -179 ▲44.4 ▲34.8

合 計 318 18,878 303 12,961 15 5,916 5.0 45.6
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●お知らせ I n f o r m a t i o nI n f o r m a t i o n

11 月単月 （金額単位：百万円）

12 月単月 （金額単位：百万円）

東日本建設業保証株式会社山形支店（工事場所：山形県）

発 注 者 別 保 証 取 扱 高

区分
発注者

令和7年11月 令和6年11月 対前年度増減額 対前年度増減率（%）

件　数 請負金額 件　数 請負金額 件　数 請負金額 件　数 請負金額

国 9 1,029 6 119 3 909 50.0 759.7

独立行政法人等 2 18 2 34 0 -15 0.0 ▲45.8

県 63 5,154 68 2,185 -5 2,969 ▲7.4 135.8

市 町 村 80 4,340 99 2,088 -19 2,252 ▲18.2 107.9

地 方 公 社 0 0 0 0 0 0 − −

そ の 他 1 3 6 461 -5 -457 ▲83.3 ▲99.2

合 計 155 10,546 181 4,889 -26 5,657 ▲14.4 115.7

区分
発注者

令和7年12月 令和6年12月 対前年度増減額 対前年度増減率（%）

件　数 請負金額 件　数 請負金額 件　数 請負金額 件　数 請負金額

国 2 13 8 436 -6 -422 ▲75.0 ▲96.8

独立行政法人等 1 22 2 74 -1 -52 ▲50.0 ▲70.6

県 39 3,462 64 1,390 -25 2,071 ▲39.1 149.0

市 町 村 66 2,396 60 1,211 6 1,184 10.0 97.8

地 方 公 社 0 0 1 27 -1 -27 − −

そ の 他 1 74 3 36 -2 38 ▲66.7 107.7

合 計 109 5,969 138 3,176 -29 2,792 ▲21.0 87.9
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訃　報

訃　報 訃　報

訃　報

庄司工業㈱（最上支部）
（新）代表取締役社長　佐藤 義美
（旧）代表取締役社長　庄司 光徳

㈱木川道路　（山形支部）
代表取締役　木川 善博 氏
　御尊父　　木川 　誠 様
　令和7年9月14日逝去（88才）

共栄建運㈱　（長井支部）

　代表取締役　新野 吉彦 様
　令和7年12月5日逝去（74才）

遠田建設㈱　（酒田支部）
代表取締役　遠田 登与志 氏
　御母堂　　遠田 トミ子 様
　令和7年12月7日逝去（92才）

共栄建運㈱（長井支部）
（新）代表取締役社長　小松 喜巳男
（旧）代表取締役社長　新野 吉彦

㈱藤島建設　（米沢支部）
代表取締役　藤島 英一 氏
　御尊父　　藤島 英二郎 様
　令和7年10月15日逝去（96才）

会 員 の う ご き
areport

入　会 

代表者変更 代表者変更

住所等変更

㈱後藤工業　（山形支部）
　代表取締役　後藤 健一郎
　〒994-0066　天童市大字長岡1729-2

㈱狩川佐藤組 （鶴岡支部））
　（新）〒999-6601　東田川郡庄内町狩川字内北割58-1
　（旧）〒999-6601　東田川郡庄内町狩川字東興野80-1
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●お知らせ I n f o r m a t i o nI n f o r m a t i o n

11月
NOVEMBER

協 会 日 誌
anassociation'sdiary

12月
DECEMBER

11月 2日 2級建築施工管理技士受験対策
【Web講習】

11月 6日 全国建設労働問題連絡協議会
【鉄鋼会館】

11月 7日 東日本建設業保証㈱
「保証事業山形協議会定例会」
【県建設会館3F会議室】

11月10日 最上を拓く高規格道路建設促進合同大会
【新庄市民文化会館】

〃 建設業法令順守講習会
【県庁講堂】

11月11日 山形県建設業協会女性部会
「意見交換・視察」
【酒田市内】

11月12日 東日本建設業保証㈱「役員・参与懇談会」
【綱町三井倶楽部】

11月14日 山形県暴力追放県民大会
【山形国際交流プラザ】

〃 村山産業高校建設工事現場見学会
【学校敷地内】

11月18日 全国建設業協会「全国会長会議」
【経団連会館】

〃 建設DX研修
【鶴岡市内】

11月19日 東北建設業協会ブロック会議要望活動
【財務省・国土交通省】

〃 建設業総合補償制度委員会
【振興基金会議室】

11月26日 山形県建設産業雇用改善フォーラム
【ホテルメトロポリタン山形】

12月 3日
  ～ 5日

建設業会計2級試験準備講習会

【県建設会館3F会議室】

12月 4日 建設DX研修
【上山市内】

12月 4日
  ～ 5日

連携団体職員合同研修会

【振興基金会議室】

12月 5日 全国建設青年会「全国大会」
【リーガロイヤルホテル東京】

12月10日 東北建設業協会連合会「理事会」
【書面】

〃 入札制度改定意見交換会
【県協会4F会議室】

12月10日
  ～ 12日

建設業会計2級試験準備講習会

【酒田支部】

12月11日
  ～ 12日

建設業福祉共済団企業訪問

【山形支部管内】

12月15日 山形県建設業協会「業務執行拡大会議」
【県協会4F会議室】
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1月
JANUARY

12月17日 山形県県土整備部建築住宅課との
意見交換会

〃 東北建設業青年会「役員会」
【宮城県建設産業会館】

12月18日 全国土木施工管理技士会連合会「事務局長・
実務担当者合同会議」
【アルカディア市ヶ谷】

12月19日 公共工事品質確保のための連絡会議
【東北地方整備局】

1月7日 建設業経営講習会
【県建設会館3F会議室】

1月20日 山形県建設業協会青年部連絡協議会
「企画政策委員会」
【県協会4F会議室】

1月22日 東北地方の公共工事品質確保のための
連絡会議
【東北地方整備局】

〃 東北建設業協会連合会
「東北ブロック会長会議」
【ホテルメトロポリタン仙台】

〃 山形県空き家対策連絡調整会議
【Web】

1月23日 民間連合協定工事請負契約約款改正説明会
【建築会館ホール】

1月29日 山形県交通安全対策協議会幹事会
【山形県庁講堂】






